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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリマー分散液であって、
Ａ）　１つ以上のオレフィンコポリマー、水素化されたポリイソプレン、ブタジエン／イ
ソプレンからの水素化されたコポリマー、またはブタジエン／イソプレンおよびスチレン
からの水素化されたコポリマーを含む、少なくとも１つの分散されたポリオレフィン少な
くとも２０％、
Ｂ）　１つ以上のブロックＡおよび１つ以上のブロックＸを包含するコポリマーであり、
その際、ブロックＡが、オレフィンコポリマーシーケンス、水素化されたポリイソプレン
シーケンス、ブタジエン／イソプレンからの水素化されたコポリマーまたはブタジエン／
イソプレンおよびスチレンからの水素化されたコポリマーを含み、かつ、ブロックＸが、
ポリアクリレートシーケンス、ポリメタクリレートシーケンス、スチレンシーケンス、α
－メチルスチレンシーケンスまたはＮ－ビニル複素環式化合物のシーケンスおよび／また
はポリアクリレート、ポリメタクリレート、スチレン、α－メチルスチレンまたはＮ－ビ
ニル複素環式化合物の混合物からのシーケンスを含む、少なくとも１つの分散成分３０％
まで、
Ｃ）　鉱油２～４０％および
Ｄ）　炭素原子８～３０個を有する不飽和カルボン酸から誘導されている少なくとも１つ
のグリセリンエステル３０～７０％
を包含する、ポリマー分散液。
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【請求項２】
　ポリマー分散液が、少なくとも３０質量％の成分Ａ）を包含することを特徴とする、請
求項１記載のポリマー分散液。
【請求項３】
　ブロックＡ対ブロックＸの質量比が、２０：１～１：２０の範囲内にあることを特徴と
する、請求項１または２記載のポリマー分散液。
【請求項４】
　成分Ｂ）が、成分Ａ）に従ったポリオレフィン上への（メタ）アクリレートおよび／ま
たはスチレン化合物を包含するモノマー組成物のグラフト共重合によって得られることを
特徴とする、請求項１から３までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項５】
　式（Ｉ）
【化１】

［式中、Ｒは、水素またはメチルを意味し、かつＲ1は、水素、炭素原子１～４０個を有
する線状または分岐鎖状のアルキル基を意味する］の１つ以上の（メタ）アクリレート、
および／または式（ＩＩ）

【化２】

［式中、Ｒは、水素またはメチルを意味し、かつＲ2は、炭素原子２～２０個を有するＯ
Ｈ基により置換されたアルキル基または式（ＩＩＩ）
【化３】

その際、Ｒ3およびＲ4は、互いに無関係に、水素またはメチルを意味し、Ｒ5は、水素ま
たは炭素原子１～４０個を有するアルキル基を意味し、かつｎは、１～９０の整数である
、のアルコキシル化された基を意味する］の１つ以上の（メタ）アクリレート、
および／または式（ＩＶ）
【化４】

［式中、Ｒは、水素またはメチルを意味し、Ｘは、酸素または式－ＮＨ－または－ＮＲ7

－のアミノ基、その際、Ｒ7は、炭素原子１～４０個を有するアルキル基である、を意味
し、かつＲ6は、少なくとも１個の－ＮＲ8Ｒ9基により置換された炭素原子２～２０個、
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好ましくは２～６個を有する線状または分岐鎖状のアルキル基を意味し、その際、Ｒ8お
よびＲ9は、互いに無関係に、水素、炭素原子１～２０個、好ましくは１～６個を有する
アルキル基であり、または、その際、Ｒ8およびＲ9は、窒素原子および場合により別の窒
素または酸素原子を含めて５員環または６員環を形成し、該環はＣ1～Ｃ6－アルキルによ
り置換されていてよく、または置換されていなくてよい］の１つ以上の（メタ）アクリレ
ート
を有するモノマー組成物が使用されることを特徴とする、請求項４記載のポリマー分散液
。
【請求項６】
　グラフト反応に際して、分散モノマーを包含するモノマー組成物が使用されることを特
徴とする、請求項４または５記載のポリマー分散液。
【請求項７】
　ポリマー分散液が、成分Ｂ）を５～１５質量％包含することを特徴とする、請求項１か
ら６までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項８】
　ポリマー分散液が、成分Ｄ）に従って、炭素原子１２～２４個を有するカルボン酸から
誘導されている少なくとも２個の基を有する少なくとも１つのグリセリンエステルを包含
することを特徴とする、請求項１から７までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項９】
　成分Ｄ）が、次式（Ｖ）
【化５】

［式中、基Ｒ10、Ｒ11およびＲ12は、互いに無関係に、炭素原子７～２９個を有する炭化
水素基を意味し、かつ基Ｒ10、Ｒ11およびＲ12の少なくとも１個は、少なくとも１つの二
重結合を包含する］に従った少なくとも１つのグリセリンエステルを包含することを特徴
とする、請求項１から８までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項１０】
　炭素原子８～３０個を有する不飽和カルボン酸から誘導されている基の割合が、グリセ
リンエステルに誘導される酸の全質量に対して、少なくとも６０質量％であることを特徴
とする、請求項１から９までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項１１】
　炭素原子１２～２４個を有する不飽和カルボン酸から誘導されている基の割合が、グリ
セリンエステルに誘導される酸の全質量に対して、少なくとも８０質量％であることを特
徴とする、請求項１０記載のポリマー分散液。
【請求項１２】
　飽和脂肪酸の割合が、グリセリンエステルに誘導される酸の全質量に対して、最大でも
３０質量％であることを特徴とする、請求項１から１０までのいずれか１項記載のポリマ
ー分散液。
【請求項１３】
　飽和脂肪酸の割合が、グリセリンエステルに誘導される酸の全質量に対して、最大でも
１０質量％であることを特徴とする、請求項１２記載のポリマー分散液。
【請求項１４】
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　グリセリンエステルが、パルミトレイン酸、オレイン酸、エライジン酸、バクセン酸、
イコセン酸、セトレイン酸、ネルボン酸、エルカ酸、ペトロセリン酸および／またはリシ
ノール酸から誘導されている基を包含することを特徴とする、請求項１から１３までのい
ずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項１５】
　グリセリンエステルが、リノール酸、リノレン酸および／またはエラエオステアリン酸
から誘導されている基を包含することを特徴とする、請求項１から１４までのいずれか１
項記載のポリマー分散液。
【請求項１６】
　グリセリンエステルが、該グリセリンエステルに誘導される酸の全質量に対して、少な
くとも１０質量％のオレイン酸および少なくとも２０質量％のリノール酸を包含すること
を特徴とする、請求項１から１５までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項１７】
　ポリマー分散液が、成分Ｄ）に従って、少なくとも１つの植物油を包含することを特徴
とする、請求項１から１６までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項１８】
　植物油が、ナタネ油、コリアンダー油、ダイズ油、綿実油、ヒマワリ油、ヒマシ油、オ
リーブ油、ラッカセイ油、トウモロコシ油、扁桃油、パーム核油、ヤシ油、カラシ油から
選択されていることを特徴とする、請求項１７記載のポリマー分散液。
【請求項１９】
　成分Ｄ）に従ったグリセリンエステルが、０℃以下である融点を有することを特徴とす
る、請求項１から１８までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項２０】
　成分Ｄ）に従ったグリセリンエステルが、５℃以下である曇り点を有することを特徴と
する、請求項１から１９までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項２１】
　成分Ｄ）に従ったグリセリンエステルが、４０ｃＳｔ以下である粘度を有し、その際、
該粘度は、４０℃でＡＳＴＭ Ｄ ４４５に従って測定することができることを特徴とする
、請求項１から２０までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項２２】
　成分Ｃ）対成分Ｄ）の質量比が、１：２～１：１０の範囲内にあることを特徴とする、
請求項１から２１までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項２３】
　ポリマー分散液が、安定剤および／または酸化防止剤を含有することを特徴とする、請
求項１から２２までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項２４】
　酸化防止剤が、ヒドロキノン、ヒドロキノンモノメチルエーテル、フェノチアジンおよ
び立体障害フェノールから選択されていることを特徴とする、請求項２３記載のポリマー
分散液。
【請求項２５】
　ポリマー分散液が、該ポリマー分散液の全質量に対して、最大でも２質量％の安定剤お
よび／または酸化防止剤を含有することを特徴とする、請求項２３または２４記載のポリ
マー分散液。
【請求項２６】
　ポリマー分散液が、９より大きいまたは９に等しい誘電率を有する化合物を包含するこ
とを特徴とする、請求項１から２５までのいずれか１項記載のポリマー分散液。
【請求項２７】
　９より大きいまたは９に等しい誘電率を有する化合物が、水、エチレングリコール、ポ
リエチレングリコールおよび／またはアルコールから選択されていることを特徴とする、
請求項２６記載のポリマー分散液。
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【請求項２８】
　少なくとも１つのポリオレフィンを、成分Ｂ）に従った少なくとも１つの分散成分、成
分Ｃ）に従った鉱油および成分Ｄ）に従った少なくとも１つのグリセリンエステルを包含
する溶液中に、剪断力の適用下で分散させることを特徴とする、請求項１から２７までの
いずれか１項記載のポリマー分散液の製造法。
【請求項２９】
　成分Ａ）を固体として前記溶液に添加することを特徴とする、請求項２８記載の方法。
【請求項３０】
　分散を６０～１２０℃の範囲内の温度で行うことを特徴とする、請求項２８または２９
記載の方法。
【請求項３１】
　分散を１～６ｈの範囲内の時間にわたって行うことを特徴とする、請求項２８または２
９記載の方法。
【請求項３２】
　分散成分０．５ｋｇ、鉱油０．１ｋｇおよびグリセリンエステル１ｋｇを含有する溶液
中にポリオレフィン１ｋｇを分散させることに対して、分散を最大でも１ｋＷ／ｍ3の動
力で行うことを特徴とする、請求項２８から３１までのいずれか１項記載の方法。
【請求項３３】
　潤滑油配合物用の添加剤としての、請求項１から２７までのいずれか１項記載のポリマ
ー分散液の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、改善されたポリマー分散液、これらの分散液の製造法およびそれらの使用に
関する。
【０００２】
　エンジン油の粘度指数の改善のために、なかでもポリオレフィンが使用され得る。エン
ジン油中の典型的な添加剤の割合は、ポリマーの増粘作用に応じて、約０．５～６質量％
である。特に安価な粘度指数改善剤は、主としてエチレンおよびプロピレンから合成され
ているオレフィンコポリマー（ＯＣＰ）、またはジエンおよびスチレンからの水素化され
たブロックコポリマー（ＨＳＤ）である。
【０００３】
　これらのポリマータイプの顕著な増粘作用に相対しているのは、潤滑油配合物の製造に
際しての面倒な作業性である。殊に、配合物の基礎をなしている油中への不十分な溶解性
が困難なものとする。従って、固体の予備溶解されなかったポリマーが使用される場合、
長い攪拌時間につながり、その際、特別な攪拌工具および／または予備粉砕工具を使用す
る必要がある。
【０００４】
　濃縮された、油中にすでに予備溶解されたポリマーが通常の市販形として使用される場
合、単にＯＣＰ'ｓもしくはＨＳＤ'ｓの１０～１５％の供給の形でのみ実現可能である。
より高い濃度は、溶液の高い実際の粘度を伴い（室温で＞１５０００ｍｍ2／ｓ）、それ
ゆえ言わばもはや取り扱い可能ではない。殊にこの背景により、オレフィンコポリマーお
よび水素化されたジエン／スチレンコポリマーの高濃度分散液が開発されていた。
【０００５】
　上述の分散技術は、潤滑油配合物中への容易な混入を可能にする粘度で、２０％を上回
るＯＣＰ－もしくはＨＳＤ含量を有するポリマー溶液の製造を可能にする。基本的に、そ
のような系の合成は、いわゆる乳化剤もしくは分散成分の使用を含む。なかでも慣例の分
散成分は、たいていアルキルメタクリレートもしくはアルキルメタクリレート／スチレン
混合物が滴下されたＯＣＰ－もしくはＨＳＤポリマーである。さらにまた、溶媒が使用さ
れる分散液が公知であり、溶媒は分散液のメタクリレート成分をより良好に溶解し、かつ
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ＯＣＰ－もしくはＨＳＤ割合をより不十分に溶解する。そのような溶媒は生成物のメタク
リレート割合と一緒に、分散液の連続的な相の主成分を形成する。ＯＣＰ－もしくはＨＳ
Ｄ割合は、式的に見て不連続的なまたは連続的な相の主成分となる。
【０００６】
　従来技術として、なかでも以下の文献が顧慮される：
ＵＳ４，１４９，９８４
ＥＰ－Ａ－０００８３２７
ＤＥ３２０７２９１
ＤＥ３２０７２９２
ＵＳ５．１３０，３５９
ＷＯ２００４／０３７９５４
ＷＯ２００４／０３７９５５
ＷＯ２００４／０３７９５６
　ＵＳ４，１４９，９８４は、ポリアルキルメタクリレート（以下でＰＡＭＡ）とポリオ
レフィンとの相溶性の改善による潤滑油添加剤の製造法を記載する。ＰＡＭＡ'ｓの質量
割合は５０～８０％であり、ポリオレフィンの質量割合は２０～５０％である。分散液の
全体のポリマー含量は２０～５５％である。グラフトのために分散モノマー、例えばＮ－
ビニルピロリドンを使用することも同様に言及されている。この出願前には、メタクリレ
ートがポリオレフィンへのグラフトによって重合させられ得ることが公知であった（ＤＴ
－ＡＳ １２３５４９１）。
【０００７】
　ＥＰ－Ａ－０００８３２７は、共役ジエンおよびスチレンからの水素化されたブロック
コポリマーを基礎とする潤滑油添加剤の製造法を保護しており、その際、第一の段階にお
いて、スチレンおよびアルキルメタクリレートまたはもっぱらアルキルメタクリレートが
、この水素化されたブロックコポリマーにグラフトされ、かつ第二の段階において、付加
的なグラフト工程（例えばＮ－ビニルピロリドン）が合成される。全体のポリマー含量に
おける水素化されたブロックコポリマーの割合は５～５５質量％であり、ＰＡＭＡ／スチ
レンから成る第一のグラフト工程の割合は４９．５～８５％であり、ならびに第二のグラ
フト工程の割合は０．５～１０％である。
【０００８】
　文献ＤＥ３２０７２９１は、高められたオレフィンコポリマーの導入を可能にする方法
を記載する。オレフィンコポリマー含量は、分散液の全質量に対して２０～６５％となる
。この発明の対象は、オレフィンコポリマーを不十分に溶解し、かつＰＡＭＡ含有成分を
良好に溶解する適した溶媒の使用によって、より高度に濃縮された分散液を得ることであ
る。ＤＥ３２０７２９１は、殊に分散液の製造を記載する製法特許と解される。
【０００９】
　ＤＥ３２０７２９２は、本質的にＤＥ３２０７２９１に相当するものであるが、一方で
特定のコポリマー組成物の保護として解される。これらの組成物は、ＤＥ３２０７２９１
の中で記載される類似した方法に従って製造される。
【００１０】
　特許文献ＵＳ５，１３０，３５９は、ポリオレフィン、分散成分および有機液体を包含
するポリマー分散液に関し、その際、有機液体中へのポリオレフィンの溶解度は最大でも
１０％である。適した有機液体に数えられるのは、殊にエステルであり、その際、グリセ
リンもエステルのアルコール成分として挙げられる。とは言っても、グリセリンエステル
の例は開示されない。エステルの製造に適した酸に数えられるのは、殊に短鎖カルボン酸
である。長鎖不飽和カルボン酸のエステルは、ＵＳ５，１３０，３５９の中では開示され
ない。さらにまたＵＳ５，１３０，３５９に記載の分散液は、鉱油を任意の成分として含
有していてよく、その際、しかしながら、その割合は、先に示された溶解度限界値を超過
しない程度に低くなければならない。該分散液の製造のために、一般的にポリオレフィン
の溶液が使用され、その際、溶媒が分散の間に留去される。これによって分散液の製造の
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ために比較的多くのエネルギーが必要とされる。
【００１１】
　刊行物ＷＯ２００４／０３７９５４は、ポリオレフィン、分散成分およびキャリア媒体
の他に付加的に９より大きいまたは９に等しい誘電率を有する化合物を含有するポリマー
分散液を開示する。これによって粘度の改善が達成され得、それによってポリオレフィン
の割合が上昇し得る。グリセリンの長鎖カルボン酸エステルの使用は、この文献中では記
載されない。
【００１２】
　さらにまた文献ＷＯ２００４／０３７９５５は、ポリオレフィン、分散成分の他に付加
的に、鉱油および少なくとも１個の（オリゴ）オキシアルキル基を包含する化合物を含有
する混合物を有するポリマー分散液を記載する。殊に（オリゴ）オキシアルキル基を包含
する化合物に数えられるのは、例えばモノカルボン酸およびジカルボン酸から誘導されて
いてよいエステルである。これらのエステルは、アルコール残基として、好ましくはジオ
ールまたはポリアルキレングリコールを含有する。このような分散液は、高い温度で特に
高い安定性を示す。グリセリンの長鎖カルボン酸エステルの使用は、この文献中では記載
されない。
【００１３】
　さらに文献ＷＯ２００４／０３７９５６は、ポリオレフィン、分散成分、エステルおよ
び（オリゴ）オキシアルキル基を包含するエーテルを含有するポリマー分散液を表し、そ
の際、エステル対エーテルの比率は、３０：１～１：３０である。グリセリンの長鎖カル
ボン酸エステルの使用は、この文献中では記載されない。この刊行物中に記載された分散
液も同様に、高い温度で特に高い安定性を示す。
【００１４】
　従来技術の中で記載されるポリマー分散液は、すでに良好な特性プロフィールを示す。
しかしながら、殊にその低温特性は改善すべき点がある。そのため前述の分散液は、これ
らが１０℃より低い温度で貯蔵される場合、しばしば曇りを示す。たしかに、これらの曇
りは、しばしば可逆的である；しかしながら、これによって分散液をエネルギーの消費下
で加熱する必然性が生じる。
【００１５】
　さらにまた幾つかの分散液は、ポリオレフィンの割合が高い場合に比較的高い粘度を示
す。ＷＯ２００４／０３７９５４によれば、この粘度は極性物質の添加によって低下させ
ることができる。とは言っても、これらの分散液は、殊にＷＯ２００４／０３７９５４の
中で開示された実施例が裏付けているように、該分散液の冷却に際して、しばしば粘度の
上昇を示す。
【００１６】
　そのうえ前述の分散液は非常に高い温度で製造しなければならず、その際、しばしば非
常に長い分散時間が必要とされる。それゆえ公知の分散液の製造は比較的高価である。代
替的に、従来技術によれば非常に高い攪拌能力により作業され得る。それに従って本発明
の課題は、特に低いエネルギー需要量で、殊に比較的低い温度および短い分散時間で得る
ことができる分散液を供給することであった。
【００１７】
　さらにまた本発明の課題は、高いポリオレフィン含量で低い粘度を有するポリマー分散
液を提供することであった。ＯＣＰまたはＨＣＤの含量が高ければ高いほど、それだけ一
層、一般的に分散液の粘度が高くなる。他方で、輸送コストを下げるために、これらのポ
リマーの高い含量が所望される。この場合、より低い粘度により、基油中への粘度指数改
善剤の混合をより簡単に、かつ、より迅速に行える点が考慮に入れられる。それゆえ特に
低い粘度を有するポリマー分散液が提供されるべきである。
【００１８】
　さらにまた上記のポリマー分散液の製造法を制御することは比較的困難であるので、一
定の仕様が非常に困難にしか維持され得ない。それに応じて、該ポリマー分散液の粘度を
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所定の値に容易に調節することができるポリマー分散液がもたらされるべきである。
【００１９】
　さらなる一課題は、ポリオレフィン、殊にオレフィンコポリマーおよび／または水素化
されたブロックコポリマーの高い含量を有するポリマー分散液を示すという点にあった。
【００２０】
　そのうえポリマー分散液は、簡単に、かつ安価に製造することができ、その際、殊に商
業的に入手される成分が使用されるべきである。この場合、製造は大工業的に行えること
が望ましいが、このために新規の、または構造的にコストの掛かる装置は必要とされるべ
きではない。
【００２１】
　これらの課題ならびに明示的には挙げられていないものの、本明細書中の導入部で議論
した内容から容易く導き出すことが可能であるか、もしくは推論可能である別の課題は、
特許請求項１の全ての特徴部を有するポリマー分散液によって解決される。本発明による
ポリマー分散液の目的に応じた変更態様は、請求項１を引用する従属請求項の中で保護さ
れる。ポリマー分散液の製造法に関して、請求項３２は、基本となる課題の解決法を提供
し、他方で請求項３７は、本発明のポリマー分散液の有利な使用を保護する。
【００２２】
　ポリマー分散液が
Ａ） 少なくとも１つの分散されたポリオレフィン、
Ｂ） 少なくとも１つの分散成分、
Ｃ） 鉱油および
Ｄ） 炭素原子８～３０個を有する不飽和カルボン酸から誘導されている少なくとも１つ
のグリセリンエステル
を包含することによって、容易く予測可能ではない形で、特に良好な低温特性を有するポ
リマー分散液を提供することに成功する。そのため本発明による分散液は低い温度で僅か
な粘度を有する。さらにまた非常に低い温度で僅かな程度しか曇りが生じない。
【００２３】
　同時に、本発明によるポリマー分散液によって、多数のさらに別の利点が達成され得る
。これには、なかでも以下のものが含まれる：
・本発明による分散液の製造は、比較的僅かなエネルギー消費量を必要とする。そのため
製造には、殊に僅かな分散温度および短い分散時間で十分である。さらに、該分散液の製
造は固体ポリオレフィンの使用下でも行うことができる。
・本発明によるポリマー分散液は、粘度指数改善作用もしくは潤滑油中で増粘作用を有す
るポリオレフィンの特に高い割合を包含し得る。
・本発明のポリマー分散液は、特に簡単な方法で所定の粘度に調節することができる。
・このポリマー分散液は、生物分解可能な、無毒であり、かつ安価な成分の高い割合を包
含する。それゆえ、従来技術の分散液と比較して作業安全性および環境保護性を改善する
ことができる。
・本発明の対象に従ったポリマー分散液は低い粘度を示し、その際、この粘度は、低い温
度でも維持される。
・本発明のポリマー分散液は、特に容易かつ簡単に製造することができる。この場合、慣
例の大工業的な装置を使用することができる。
【００２４】
　成分Ａ）
　本発明による成分Ａ）として、ポリマー分散液は、好ましくは粘度指数改善作用もしく
は増粘作用を有するポリオレフィンを包含する。このようなポリオレフィンは久しく公知
であり、かつ従来技術として挙げた文献中に記載されている。
【００２５】
　これらのポリオレフィンに数えられるのは、殊にポリオレフィンコポリマー（ＯＣＰ）
および水素化されたスチレン－ジエン－コポリマー（ＨＳＤ）である。
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【００２６】
　本発明により使用することができるポリオレフィンコポリマー（ＯＣＰ）は自体公知で
ある。これは第一に、例えばすでにＶＩ－改善剤として推奨されている、エチレン、プロ
ピレン、イソプレン、ブチレンおよび／またはＣ原子５～２０個を有する別のオレフィン
から構成された重合体である。ジエン成分を含有するコポリマーは、一般的にポリマーの
酸化感受性ならびに架橋傾向を低減するために水素化される。
【００２７】
　分子量Ｍｗは、一般的に１００００～３０００００、好ましくは５００００～１５００
００である。このようなオレフィンコポリマーは、例えばドイツ国特許出願公開ＤＥ－Ａ
１６４４９４１、ＤＥ－Ａ１７６９８３４、ＤＥ－Ａ１９３９０３７、ＤＥ－Ａ１９６３
０３９およびＤＥ－Ａ２０５９９８１に記載されている。
【００２８】
　特に良好に使用可能であるのは、エチレン－プロピレン－コポリマーであり、その際、
ター成分を有するターポリマー、例えばエチリデン－ノルボルネン（Ｍａｃｒｏｍｏｌｅ
ｃｕｌａｒ Ｒｅｖｉｅｗｓ、第１０巻（１９７５）を参照のこと）の使用も公知である
。とは言っても、しかしながら、老化工程に際しての架橋傾向も一緒に考えに入れられな
ければならない。その際、分布は実質的にランダムであってよいが、しかし、エチレンブ
ロックを有するシーケンスポリマーも有利には適用することができる。その際、モノマー
のエチレン－プロピレンの比率は一定の範囲内で可変であり、該比率はエチレンについて
約７５％およびプロピレンについて約８０％を上限として定めることができる。油中での
低い溶解傾向に従って、すでにポリプロピレン－ホモポリマーは、エチレン－プロピレン
－コポリマーほど適切ではない。主としてアタクチックなプロピレン構造を有するポリマ
ーの他に、顕著なアイソタクチックなもしくはシンジオタクチックなプロピレン構造を有
するものも使用可能である。
【００２９】
　このような製品は、例えば商品名Ｄｕｔｒａｌ(R)ＣＯ ０３４、Ｄｕｔｒａｌ(R)ＣＯ 
０３８、Ｄｕｔｒａｌ(R)ＣＯ ０４３、Ｄｕｔｒａｌ(R)ＣＯ ０５８、Ｂｕｎａ(R)ＥＰ
Ｇ ２０５０またはＢｕｎａ(R)ＥＰＧ ５０５０で市販されている。
【００３０】
　水素化されたスチレン－ジエン－コポリマー（ＨＳＤ）も同様に公知であり、その際、
これらのポリマーは、例えばＤＥ２１５６１２２に記載されている。これは一般的に、水
素化されたイソプレン－またはブタジエン－スチレン－コポリマーである。ジエン対スチ
レンの比率は、有利には２：１～１：２の範囲内にあり、特に有利には約５５：４５であ
る。分子量Ｍｗは、一般的に１００００～３０００００、好ましくは５００００～１５０
０００である。水素化後の二重結合の割合は、本発明の特別な観点によれば、水素化前の
二重結合の数に対して最大でも１５％、特に有利には最大でも５％である。
【００３１】
　水素化されたスチレン－ジエン－コポリマーは、商品名(R)ＳＨＥＬＬＶＩＳ ５０、１
５０、２００、２５０または２６０で商業的に得られる。
【００３２】
　一般的に成分Ａ）の割合は、少なくとも≧２０質量％、好ましくは≧３０質量％であり
、かつ特に有利には少なくとも４０質量％であるが、これによって限定されるべきではな
い。
【００３３】
　成分Ｂ）
　成分Ｂ）は、少なくとも１つの分散成分によって形成され、その際、この成分は、頻繁
にブロックコポリマーと見なすことができる。好ましくは、これらのブロックの少なくと
も１つは、上述の成分Ａ）のポリオレフィンと高い相溶性を示し、その際、分散成分中に
含まれる別のブロックの少なくとも１つは、上記のポリオレフィンと僅かな相溶性しか示
さない。このような分散成分は自体公知であり、その際、有利な化合物は上記の従来技術
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中に記載されている。
【００３４】
　成分Ａ）と適合性の基は、一般的に無極性の特性を示し、それに対して不適合性の基は
極性の性質を持つ。本発明の特別な観点によれば、有利な分散成分は、１つ以上のブロッ
クＡおよび１つ以上のブロックＸを包含するブロックコポリマーと理解され得、その際、
ブロックＡは、オレフィンコポリマーシーケンス、水素化されたポリイソプレンシーケン
ス、ブタジエン／イソプレンからの水素化されたコポリマーまたはブタジエン／イソプレ
ンおよびスチレンからの水素化されたコポリマーであり、かつブロックＸは、ポリアクリ
レート－、ポリメタクリレート－、スチレンシーケンス、α－メチルスチレンまたはＮ－
ビニル複素環式化合物シーケンスもしくはポリアクリレート－、ポリメタクリレート－、
スチレン－、α－メチルスチレンまたはＮ－ビニル－複素環式化合物の混合物である。
【００３５】
　有利な分散成分はグラフト重合によって製造され得、その際、上記のポリオレフィン、
殊にＯＣＰおよびＨＳＤ、極性モノマー上にグラフトされる。このためにポリオレフィン
を機械的な分解または／および熱的な分解によって前処理してよい。
【００３６】
　極性モノマーに数えられるのは、殊に（メタ）アクリレートおよびスチレン化合物であ
る。
【００３７】
　（メタ）アクリレートという表現は、メタクリレートおよびアクリレートならびに両方
からの混合物を包含する。
【００３８】
　本発明の特別な観点によれば、グラフト反応に際して、式Ｉ
【化１】

［式中、Ｒは、水素またはメチルを意味し、かつＲ1は、水素、炭素原子１～４０個、好
ましくは１～２４個を有する線状または分岐鎖状のアルキル基を意味する］
の１つ以上の（メタ）アクリレートを有するモノマー組成物が使用される。
【００３９】
　式（Ｉ）による有利なモノマーに数えられるのは、なかでも、飽和アルコールから誘導
される（メタ）アクリレート、例えばメチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アク
リレート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ
－ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メタ）ア
クリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）アクリレート
、ヘプチル（メタ）アクリレート、２－ｔ－ブチルヘプチル（メタ）アクリレート、オク
チル（メタ）アクリレート、３－イソプロピルヘプチル（メタ）アクリレート、ノニル（
メタ）アクリレート、デシル（メタ）アクリレート、ウンデシル（メタ）アクリレート、
５－メチルウンデシル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ）アクリレート、２－メチ
ルドデシル（メタ）アクリレート、トリデシル（メタ）アクリレート、５－メチルトリデ
シル（メタ）アクリレート、テトラデシル（メタ）アクリレート、ペンタデシル（メタ）
アクリレート、ヘキサデシル（メタ）アクリレート、２－メチルヘキサデシル（メタ）ア
クリレート、ヘプタデシル（メタ）アクリレート、５－イソプロピルヘプタデシル（メタ
）アクリレート、４－ｔ－ブチルオクタデシル（メタ）アクリレート、５－エチルオクタ
デシル（メタ）アクリレート、３－イソプロピルオクタデシル（メタ）アクリレート、オ
クタデシル（メタ）アクリレート、ノナデシル（メタ）アクリレート、エイコシル（メタ
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）アクリレート、セチルエイコシル（メタ）アクリレート、ステアリルエイコシル（メタ
）アクリレート、ドコシル（メタ）アクリレートおよび／またはエイコシルテトラトリア
コンチル（メタ）アクリレート；
不飽和アルコールから誘導される（メタ）アクリレート、例えば２－プロピニル（メタ）
アクリレート、アリル（メタ）アクリレート、ビニル（メタ）アクリレート、オレイル（
メタ）アクリレート；シクロアルキル（メタ）アクリレート、例えばシクロペンチル（メ
タ）アクリレート、３－ビニルシクロヘキシル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（
メタ）アクリレート、ボルニル（メタ）アクリレートである。
【００４０】
　長鎖のアルコール基を有する（メタ）アクリレートは、相応する酸および／または短鎖
（メタ）アクリレート、殊にメチル（メタ）アクリレートまたはエチル（メタ）アクリレ
ートと、長鎖の脂肪アルコールとの反応によって得られ、その際、一般的にエステルの混
合物、例えば種々の長鎖アルコール基を有する（メタ）アクリレートが生じる。これらの
脂肪アルコールに数えられるのは、なかでも、Ｏｘｏ Ａｌｃｏｈｏｌ(R) ７９１１、Ｏ
ｘｏ Ａｌｃｏｈｏｌ(R) ７９００, Ｏｘｏ Ａｌｃｏｈｏｌ(R) １１００; Ａｌｆｏｌ(R

) ６１０、Ａｌｆｏｌ(R) ８１０; Ｌｉａｌ(R) １２５およびＮａｆｏｌ(R)型（Ｓａｓ
ｏｌ）; Ａｌｐｈａｎｏｌ(R) ７９ （ＩＣＩ）；Ｅｐａｌ(R) ６１０およびＥｐａｌ(R)

 ８１０ （Ａｆｔｏｎ）; Ｌｉｎｅｖｏｌ(R) ７９, Ｌｉｎｅｖｏｌ(R) ９１１およびＮ
ｅｏｄｏｌ(R) ２５Ｅ （Ｓｈｅｌｌ）; Ｄｅｈｙｄａｄ(R)、Ｈｙｄｒｅｎｏｌ(R)－お
よびＬｏｒｏｌ(R)型（Ｃｏｇｎｉｓ）; Ａｃｒｏｐｏｌ(R) ３５およびＥｘｘａｌ(R) 
１０ （Ｅｘｘｏｎ Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ）；Ｋａｌｃｏｌ(R) ２４６５（Ｋａｏ Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌｓ）である。
【００４１】
　殊にブロックＸの製造のために、もしくはグラフトのために使用することができる、モ
ノマー組成物中の式（Ｉ）による（メタ）アクリレートの割合は、該モノマー組成物の全
質量に対して、好ましくは１０～１００質量％、特に有利には５０～１００質量％および
極めて有利には５０～９９．９質量％である。
【００４２】
　そのうえ該モノマー組成物は、式（ＩＩ）
【化２】

［式中、Ｒは、水素またはメチルを意味し、かつＲ2は、炭素原子２～２０個を有するＯ
Ｈ基により置換されたアルキル基または式（ＩＩＩ）
【化３】

その際、Ｒ3およびＲ4は、無関係に、水素またはメチルを意味し、Ｒ5は、水素または炭
素原子１～４０個、好ましくは１～２４個を有するアルキル基を意味し、かつｎは、１～
９０の整数、好ましくは１～２０の整数を意味する、のアルコキシル化された基を意味す
る］の１つ以上の（メタ）アクリレートを有してよい。
【００４３】
　式（ＩＩ）による（メタ）アクリレートは当業者に公知である。これらに数えられるの
は、なかでもヒドロキシアルキル（メタ）アクリレート、例えば
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３－ヒドロキシプロピルメタクリレート
３，４－ジヒドロキシブチルメタクリレート
２－ヒドロキシエチルメタクリレート
２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、２，５－ジメチル－１，６－ヘキサンジオール
（メタ）アクリレート、
１，１０－デカンジオール（メタ）アクリレート、
１，２－プロパンジオール（メタ）アクリレート；
（メタ）アクリル酸のポリオキシエチレン－およびポリオキシプロピレン誘導体、例えば
トリエチレングリコール（メタ）アクリレート、
テトラエチレングリコール（メタ）アクリレートおよび
テトラプロピレングリコール（メタ）アクリレートである。
【００４４】
　殊にブロックＸの製造のために、もしくはグラフトのために使用することができる、モ
ノマー組成物中の式（ＩＩ）による（メタ）アクリレートの割合は、該モノマー組成物の
全質量に対して、好ましくは０～５０質量％、特に有利には０．１～２０質量％である。
【００４５】
　そのうえ該モノマー組成物は、式（ＩＶ）
【化４】

［式中、Ｒは、水素またはメチルを意味し、Ｘは、酸素または式－ＮＨ－または－ＮＲ7

－その際、Ｒ7は、炭素原子１～４０個、好ましくは１～６個を有するアルキル基である
、を意味し、かつＲ6は、少なくとも１個の－ＮＲ8Ｒ9基により置換された炭素原子２～
２０個、好ましくは２～６個を有する線状または分岐鎖状のアルキル基を意味し、その際
、Ｒ8およびＲ9は、互いに無関係に、水素、炭素原子１～２０個、好ましくは１～６個を
有するアルキル基であるか、または、その際、Ｒ8およびＲ9は、窒素原子および場合によ
り別の窒素または酸素原子を含めて５員環または６員環を形成し、該環は場合によりＣ1

～Ｃ6－アルキルにより置換されていてよい］の１つ以上の（メタ）アクリレートを有し
ていてよい。
【００４６】
　式（ＩＶ）による（メタ）アクリレートもしくは（メタ）アクリルアミドに数えられる
のは、なかでも
（メタ）アクリル酸のアミド、例えば
Ｎ－（３－ジメチルアミノプロピル）メタクリルアミド、
Ｎ－（ジエチルホスホノ）メタクリルアミド、
１－メタクリロイルアミド－２－メチル－２－プロパノール、
Ｎ－（３－ジブチルアミノプロピル）メタクリルアミド、
Ｎ－ｔ－ブチル－Ｎ－（ジエチルホスホノ）メタクリルアミド、
Ｎ，Ｎ－ビス（２－ジエチルアミノエチル）メタクリルアミド、
４－メタクリロイルアミド－４－メチル－２－ペンタノール、
Ｎ－（メトキシメチル）メタクリルアミド、
Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）メタクリルアミド、
Ｎ－アセチルメタクリルアミド、
Ｎ－（ジメチルアミノエチル）メタクリルアミド、
Ｎ－メチル－Ｎ－フェニルメタクリルアミド、
Ｎ，Ｎ－ジエチルメタクリルアミド、
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Ｎ－メチルメタクリルアミド、
Ｎ，Ｎ－ジメチルメタクリルアミド、
Ｎ－イソプロピルメタクリルアミド；
アミノアルキルメタクリレート、例えば
トリス（２－メタクリルオキシエチル）アミン、
Ｎ－メチルホルムアミドエチルメタクリレート、
２－ウレイドエチルメタクリレート；
複素環式（メタ）アクリレート、例えば２－（１－イミダゾリル）エチル（メタ）アクリ
レート、
２－（４－モルホリニル）エチル（メタ）アクリレートおよび１－（２－メタクリロイル
オキシエチル）－２－ピロリドン
である。
【００４７】
　殊にブロックＸの製造のために、もしくはグラフトのために使用することができる、モ
ノマー組成物中の式（ＩＶ）による（メタ）アクリレートの割合は、該モノマー組成物の
全質量に対して、好ましくは０～１５質量％、特に有利には０．１～５質量％である。
【００４８】
　そのうえ該モノマー組成物はスチレン化合物を有していてよい。これらに数えられるの
は、その他のスチレン、側鎖にアルキル置換基を有する置換されたスチレン、例えばα－
メチルスチレンおよびα－エチルスチレン、環上にアルキル置換基を有する置換されたス
チレン、例えばビニルトルエンおよびｐ－メチルスチレン、ハロゲン化されたスチレン、
例えばモノクロロスチレン、ジクロロスチレン、トリブロモスチレンおよびテトラブロモ
スチレンである。
【００４９】
　さらにまたモノマー組成物は、複素環式ビニル化合物、例えば２－ビニルピリジン、３
－ビニルピリジン、２－メチル－５－ビニルピリジン、３－エチル－４－ビニルピリジン
、２，３－ジメチル－５－ビニルピリジン、ビニルピリミジン、ビニルピペリジン、９－
ビニルカルバゾール、３－ビニルカルバゾール、４－ビニルカルバゾール、１－ビニルイ
ミダゾール、２－メチル－１－ビニルイミダゾール、Ｎ－ビニルピロリドン、２－ビニル
ピロリドン、Ｎ－ビニルピロリジン、３－ビニルピロリジン、Ｎ－ビニルカプロラクタム
、Ｎ－ビニルブチロラクタム、ビニルオキソラン、ビニルフラン、ビニルチオフェン、ビ
ニルチオラン、ビニルチアゾールおよび水素化されたビニルチアゾール、ビニルオキサゾ
ールおよび水素化されたビニルオキサゾールを包含していてよい。
【００５０】
　スチレン化合物および（メタ）アクリレートの他に、モノマーとして殊に、分散作用を
持つモノマー、例えば上記の複素環式ビニル化合物および式（ＩＩ）または（ＩＶ）によ
る（メタ）アクリレートが有利である。分散作用との概念は、殊に、浮遊粒子、例えば煤
粒子、鉱油の酸化によって形成された粒子、または金属粒子を鉱油中または潤滑油中で浮
遊させ続ける特性に関する。さらに、これらのモノマーは分散モノマーと呼ばれる。
【００５１】
　上記のエチレン性不飽和モノマーは、単独でまたは混合物として使用することができる
。そのうえ、定義された構造、例えばブロックコポリマーを得るために、重合の間、モノ
マー組成物を変化させることが可能である。ポリオレフィンと適合性の分散成分の部分、
殊にブロックＡの部分対ポリオレフィンと不適合性の分散成分の部分、殊にブロックＸの
部分との質量比は、幅広い範囲内にあってよい。一般的に、この比は、５０：１～１：５
０、殊に２０：１～１：２０および特に有利には１０：１～１：１０の範囲内にある。
【００５２】
　上で説明した分散成分の製造は当業者に公知である。例えば、溶液重合により製造する
ことができる。このような方法は、なかでもＤＥ－Ａ１２３５４９１、ＢＥ－Ａ５９２８
８０、ＵＳ－Ａ４２８１０８１、ＵＳ－Ａ４３３８４１８およびＵＳ－Ａ－４，２９０，
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０２５に記載されている。
【００５３】
　その際、目的に応じて攪拌機、温度計、還流冷却器および計量供給管を備えた適切な反
応容器中に、ポリオレフィン、殊にＯＣＰもしくはＨＳＤ、および１つ以上の上述のモノ
マーからの混合物を装入してよい。
【００５４】
　例えば１１０℃へ加熱しながら、不活性雰囲気、例えば窒素下で溶解を行った後、過酸
エステルからの群からの、それ自体慣例のラジカル開始剤の割合が、まず該モノマーに対
して例えば約０．７質量％使用される。
【００５５】
　それに従って、数時間、例えば３．５時間にわたって、残留モノマーからの混合物が、
該モノマーに対して例えば約１．３質量％の別の開始剤の添加下で計量供給される。目的
に応じて、供給を終えた少し後に、例えば２時間後にさらにいくらか開始剤が加えられる
。全体の重合時間は、基準値として約８時間と考えてよい。重合終了後、目的に応じて、
適した溶媒、例えば鉱油、植物油またはフタル酸エステル、例えばジブチルフタレートで
希釈される。一般にほぼ透明な、粘性のある溶液が得られる。
【００５６】
　そのうえポリマー分散液の製造は、混練機、押出機または静的混合装置中で行うことが
できる。装置中での処理によって、剪断力、温度および開始剤濃度の影響下で、ポリオレ
フィン、殊にＯＣＰもしくはＨＳＤの分子量が低下される。
【００５７】
　グラフト共重合に際して適した開始剤の例は、クメンヒドロペルオキシド、ジクミルペ
ルオキシド、ベンゾイルペルオキシド、アゾジイソ酪酸ジニトリル、２，２－ビス（ｔ－
ブチルペルオキシ）ブタン、ジエチルペルオキシジカーボネートおよびｔ－ブチルペルオ
キシドである。処理温度は、好ましくは８０℃～３５０℃である。混練機または押出機中
での滞留時間は、好ましくは１分間～１０時間である。
【００５８】
　混練機または押出機中での分散液の処理が長ければ長いほど、それだけ一層、分子量は
低くなる。ラジカル形成開始剤の温度および濃度は、所望された分子量に応じて調整する
ことができる。本発明による溶媒不含のポリマー分散液中のポリマーは、適したキャリア
媒体中に混入することによって、良好に取り扱い可能な、液体のポリマー／ポリマーエマ
ルジョンに変えることができる。
【００５９】
　成分Ｂ）の割合は、一般的に３０質量％までであり、殊にこの割合は５～１５質量％の
範囲内にあるが、これによって限定されるべきではない。成分Ｂ）をより大量に使用する
ことは、しばしば不経済である。より少量の場合、ポリマー分散液の安定性は度々より低
くなる。
【００６０】
　成分Ｃ）
　成分Ｃ）は、本発明を成し遂げるために重要である。鉱油は自体公知であり、かつ商業
的に入手できる。鉱油は、一般的に石油または原油から蒸留および／または精製および場
合によりさらなる精留－および洗練処理によって取得され、その際、鉱油との概念には、
殊に高沸点の原油または石油の割合が含まれる。一般的に、鉱油の沸点は、５０００Ｐａ
の場合２００℃より高く、好ましくは３００℃より高い。シェール油の乾留、石炭のコー
クス化、空気遮断下での褐炭の蒸留ならびに石炭または褐炭の水素化による製造も同様に
可能である。少ない割合で、鉱油は植物性（例えばホホバ、ナタネ）または動物性（例え
ば牛脚油）由来の原料からも製造される。それに従って鉱油は、起源に応じて、芳香族、
環式、分岐鎖状および線状の炭化水素の種々の割合を有する。
【００６１】
　一般的に、原油もしくは鉱油中のパラフィンベース、ナフテン系および芳香族の割合は
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区別され、その際、概念のパラフィンベースの割合とは、長鎖もしくは著しく分岐したイ
ソ－アルカンを表し、かつ概念のナフテン系の割合とはシクロアルカンを表す。さらにま
た鉱油は、由来および洗練に応じて、低い分岐度を有する種々のｎ－アルカン、イソ－ア
ルカンの割合、いわゆるモノメチル分岐鎖状パラフィン、およびヘテロ原子、殊にＯ、Ｎ
および／またはＳを有する化合物を有し、それらには極性の特性が限定的に属することが
認められる。しかしながら、この分類は困難である。と言うのも、個々のアルカン分子は
、長鎖で分岐鎖状の基のみならず、シクロアルカン基および芳香族の割合も有していてよ
いからである。本発明の目的のために、この分類は、例えばＤＩＮ５１３７８に従って行
うことができる。極性の割合は、ＡＳＴＭ Ｄ ２００７に従って測定することもできる。
ｎ－アルカンの割合は、有利な鉱油中で３質量％未満であり、Ｏ、Ｎおよび／またはＳを
含有する化合物の割合は６質量％未満である。芳香族化合物およびモノメチル分岐鎖状パ
ラフィンの割合は、一般的にそれぞれ０～４０質量％の範囲内にある。興味深い観点によ
れば、鉱油は主としてナフテン系およびパラフィンベースのアルカンを包含し、これらは
一般的に１３個より多い、有利には１８個より多い、および極めて有利には２０個より多
い炭素原子を有する。これらの化合物の割合は、一般的に≧６０質量％、好ましくは≧８
０質量％であるが、これによって限定されるべきではない。有利な鉱油は、そのつど鉱油
の全質量に対して、芳香族の割合を０．５～３０質量％、ナフテン系の割合を１５～４０
質量％、パラフィンベースの割合を３５～８０質量％、ｎ－アルカンを３質量％まで、お
よび極性化合物を０．０５～５質量％含有する。
【００６２】
　従来の方法、例えば尿素分離およびシリカゲルを用いた液体クロマトグラフィーにより
行われていた特に有利な鉱油の分析は、例えば以下の成分を示しており、その際、パーセ
ント記載は、そのつど使用された鉱油の全質量に対するものである：
約１８～３１個のＣ原子を有するｎ－アルカン：
０．７～１．０％、
１８～３１個のＣ原子を有する僅かに分岐したアルカン：
１．０～８．０％、
１４～３２個のＣ原子を有する芳香族化合物：
０．４～１０．７％、
２０～３２個のＣ原子を有するイソアルカンおよびシクロアルカン：
６０．７～８２．４％、
極性化合物：
０．１～０．８％、
損失量：
６．９～１９．４％。
【００６３】
　鉱油の分析に関する重要な示唆ならびに相違する組成を有する鉱油のリストは、例えば
Ｕｌｌｍａｎｎｓ Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ ｏｆ Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ Ｃｈｅｍｉｓ
ｔｒｙ、ＣＤ－ＲＯＭ版の第５版、１９９７、見出し語「潤滑剤および関連製品」に見る
ことができる。
【００６４】
　本発明の特別な観点によれば、ポリマー分散液は、好ましくは２～４０質量％、殊に５
～３０質量％および特に有利には１０～２０質量％の鉱油を含有する。
【００６５】
　成分Ｄ）
　成分Ｄ）は、本発明のポリマー分散液のために必須であり、その際、これらの成分は、
炭素原子８～３０個を有する不飽和カルボン酸から誘導される少なくとも１つのグリセリ
ンエステルから形成される。好ましくは、カルボン酸から誘導された少なくとも１個の基
は、炭素原子１２～２４個、特に有利には１４～２０個を有する。
【００６６】
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　グリセリンエステルとは、ここではカルボン酸とグリセリン（プロパン－１，２，３－
トリオール）のエステルと解される。有利には、グリセリンの２個または３個のヒドロキ
シ基は、炭素原子８～３０個、好ましくは１２～２４個および特に有利には１４～２０個
を有する２つまたは３つのカルボン酸によりエステル化されていてよい。特に興味深いの
は、殊に、炭素原子１２～２４個、特に有利には１４～２０個を有するカルボン酸から誘
導されている３個の基を有するトリグリセリンエステルである。
【００６７】
　有利なトリグリセリンエステルは、殊に式（Ｖ）
【化５】

［式中、基Ｒ10、Ｒ11およびＲ12は、無関係に、炭素原子７～２９個、好ましくは１１～
２３個および特に有利には１３～１９個を有する炭化水素基を意味し、かつ基Ｒ10、Ｒ11

およびＲ12の少なくとも１個は、少なくとも１つの二重結合を包含する］を有する。
【００６８】
　炭化水素基は、ここでは殊に、好ましくは炭素および水素から成る飽和および／または
不飽和の基を表す。これらの基は、環状、線状または分岐鎖状であってよい。これには、
殊にアルキル基およびアルケニル基が含まれ、その際、アルケニル基は、２つ、３つまた
はそれより多い炭素－炭素－二重結合を包含していてよい。
【００６９】
　有利なアルキル基に数えられるのは、殊にヘプチル－、オクチル－、１，１，３，３－
テトラメチルブチル、ノニル－、デシル－、ウンデシル－、ドデシル－、トリデシル－、
テトラデシル－、ペンタデシル－、ヘキサデシル－、ヘプタデシル－、オクタデシル－、
ノナデシル－、エイコシル－およびセチルエイコシル基である。
【００７０】
　炭素－炭素－二重結合を有するアルケニル基の例は、なかでもヘプテニル－、オクテニ
ル－、ノネニル－、デセニル－、ウンデセニル－、ドデセニル－、トリデセニル－、テト
ラデセニル－、ペンタデセニル－、ヘキサデセニル－、ヘプタデセニル－、オクタデセニ
ル－、ノナデセニル－、エイコセニル－およびセチルエイコセニル基である。
【００７１】
　２つ、３つまたはそれより多い炭素－炭素－二重結合を有するアルケニル基に数えられ
るのは、なかでも８，１１－ヘプタデカジエニルおよび８，１１，１４－ヘプタデカトリ
エニル基である。
【００７２】
　上述の炭化水素基は、置換基および／またはヘテロ原子を有していてよい。これに数え
られるのは、殊に、酸素、窒素および／または硫黄を包含する基、例えばヒドロキシ基、
チオール基またはアミノ基である。しかしながら、これらの基の割合は、グリセリドの特
性がマイナスに影響を及ぼされない程度に低いことが望ましい。
【００７３】
　成分Ｄ）によるグリセリンエステルは、炭素原子８～３０個を有する不飽和カルボン酸
から誘導されている少なくとも１個の基を包含する。既に述べたように、グリセリンエス
テルは付加的に、不飽和カルボン酸から誘導されている基を包含していてよい。好ましく
は、炭素原子８～３０個、好ましくは１２～２４個および特に有利には１４～２０個を有
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する不飽和カルボン酸から誘導されている基の割合は、グリセリンエステルが誘導されて
いる酸の全質量に対して、少なくとも２０質量％、特に有利には少なくとも６０質量％お
よび極めて有利には少なくとも８０質量％である。種々のグリセリンエステルの混合物が
使用される場合、不飽和脂肪酸の前述の値は、鹸化により得られる脂肪酸スペクトルに関
するものである。
【００７４】
　成分Ｄ）によるグリセリンエステルが誘導されている有利な飽和カルボン酸に数えられ
るのは、なかでもカプリン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、マーガリン酸
、ステアリン酸、アラキン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸およびセロチン酸である。
【００７５】
　モノ不飽和カルボン酸の例は、なかでもパルミトレイン酸、オレイン酸、エライジン酸
、バクセン酸、イコセン酸、セトレイン酸、ネルボン酸、エルカ酸、ペトロセリン酸およ
びリシノール酸である。
【００７６】
　そのうえ、グリセリンエステルは多不飽和脂肪酸から誘導されていてよい。これに数え
られるのは、なかでもリノール酸、リノレン酸およびエラエオステアリン酸である。
【００７７】
　本発明の特別な観点によれば、成分Ｄ）に従って、グリセリンエステルに誘導される酸
の全質量に対して、少なくとも５質量％、好ましくは少なくとも１０質量％のオレイン酸
および少なくとも１０質量％、好ましくは少なくとも２０質量％のリノール酸を包含する
グリセリンエステルを使用することができる。
【００７８】
　これらの値は、種々のグリセリンエステルの混合物が使用される場合、平均値として理
解されるべきである。
【００７９】
　特に興味深いのは、殊に、僅かな割合の飽和脂肪酸を包含するグリセリンエステルであ
る。好ましくは、飽和脂肪酸の割合は、グリセリンエステルに誘導される酸の全質量に対
して、最大でも５０質量％、特に有利には最大でも３０質量％および極めて有利には最大
でも１０質量％であってよい。これらの値は、種々のグリセリンエステルの混合物が使用
される場合、平均値として理解されるべきである。
【００８０】
　本発明の目的に従う変更態様によれば、好ましくは、１５℃以下の融点、特に有利には
５℃以下の融点および極めて有利には０℃以下の融点を有するグリセリンエステルを使用
することができる。融点は、ＡＳＴＭ Ｄ ８７により測定することができる。
【００８１】
　特に好ましくは、さらに、５℃以下、特に有利には０℃以下である曇り点を有するグリ
セリンエステルを使用してよく、その際、曇り点は、ＡＳＴＭ Ｄ２５００により測定す
ることができる。
【００８２】
　本発明により使用されるグリセリンエステルの粘度は、好ましくは最大でも１００ｃＳ
ｔ、特に有利には最大でも４０ｃＳｔであってよく、その際、該粘度は、４０℃でＡＳＴ
Ｍ Ｄ４４５により測定することができる。
【００８３】
　本発明により、特殊なグリセリンエステルを成分Ｄ）として使用することができる。し
かしながら、一般的にグリセリンエステルは、例えば植物油中に含まれている種々のエス
テルの混合物として使用される。それゆえ前で示した値は、そのつど使用されるグリセリ
ンエステル混合物に適用され得る。
【００８４】
　好ましくは、本発明によるポリマー分散液は、少なくとも１つの植物油を包含してよい
。この場合、技術的な目的にのみ適している植物油も使用することができる。それに従っ
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て、高い割合の不純物を有する植物油も使用することができる。
【００８５】
　有利な植物油に数えられるのは、殊にナタネ油、コリアンダー油、ダイズ油、綿実油、
ヒマワリ油、ヒマシ油、オリーブ油、ラッカセイ油、トウモロコシ油、扁桃油、パーム核
油、ヤシ油、カラシ油である。これらの油は、単独でまたは本発明の分散液を製造するた
めの混合物として使用することができる。これらの油は、天然の植物、栽培された植物ま
たは遺伝子工学的に改変された植物から取得することができる。
【００８６】
　ポリマー分散液中のグリセリンエステルの割合は、幅広い範囲内にあってよく、その際
、分散液は、該分散液の全質量に対して、好ましくは２０～８０質量％、特に有利には３
０～７０質量％の成分Ｄ）によるグリセリンエステルを包含していてよい。
【００８７】
　鉱油対成分Ｄ）によるグリセリンエステルの質量比は、幅広い範囲内にあってよい。特
に有利には、この比率は、２：１～１：２５、殊に１：２～１：１０の範囲内にある。
【００８８】
　濃縮されたポリマー分散液中の成分Ｃ）およびＤ）の割合は、幅広い範囲内にあってよ
く、その際、この割合は、殊に使用されるポリオレフィンおよび分散成分に依存している
。一般的に、成分Ｃ）およびＤ）を合わせた割合は、全体のポリマー分散液に対して、７
９～２５質量％、好ましくは７０質量％未満、特に６０～４０質量％である。
【００８９】
　前で挙げた成分の他に、本発明によるポリマー分散液は、別の添加剤および添加物質を
含有していてよい。これに数えられるのは殊に、植物油中に含有されている物質である。
それゆえ植物油は、しばしばコストの掛かる精製なしに使用することができる。
【００９０】
　好ましくは、本発明によるポリマー分散液は、安定剤および／または酸化防止剤を包含
する。これらの物質は自体公知であり、その際、これに数えられるのは殊に、酸素含有化
合物、例えばヒドロキノン、ヒドロキノンエーテル、例えばヒドロキノンモノメチルエー
テルまたはジ－ｔ－ブチルピロカテキン、または立体障害フェノール、および窒素含有化
合物、例えばフェノチアジン、ｐ－フェニレンジアミンおよびメチレンブルーである。酸
化防止剤の割合は、ポリマー分散液の全質量に対して、０～４質量％の範囲内、特に有利
には０．１～２質量％の範囲内にある。
【００９１】
　さらに本発明によるポリマー分散液は、前で挙げた従来技術から公知である別の溶媒お
よび／またはキャリア担体を含有していてよい。
【００９２】
　そのうえ本発明のポリマー分散液は、９より大きいまたは９に等しい、殊に２０より大
きいまたは２０に等しい、および特に有利には３０より大きいまたは３０に等しい誘電率
を有する化合物を包含していてよい。意想外にも、これらの化合物の添加によってポリマ
ー分散液の粘度を低下できることが確認された。これによって、殊に所定の値に粘度を調
整することが可能である。
【００９３】
　誘電率はＨａｎｄｂｏｏｋ ｏｆ Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ ａｎｄ Ｐｈｙｓｉｃｓ，Ｄａｖ
ｉｄ Ｒ．Ｌｉｄｅ，７９ｔｈ Ｅｄｉｔｉｏｎ，ＣＲＳ Ｐｒｅｓｓに記載された方法に
従って決定することができ、その際、該誘電率は２０℃で測定される。
【００９４】
　特に適した化合物に数えられるのは、なかでも水、グリコール、殊にエチレングリコー
ル、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール、ポリエチレングリ
コール；アルコール、殊にメタノール、エタノール、ブタノール、グリセリン；エトキシ
ル化されたアルコール、例えば２回エトキシル化されたブタノール、１０回エトキシル化
されたメタノール；アミン、殊にエタノールアミン、１，２－エタンジアミンおよびプロ
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パノールアミン、ハロゲン化された炭化水素、殊に２－クロロエタノール、１，２－ジク
ロロエタン、１，１－ジクロロアセトン；ケトン、殊にアセトンである。
【００９５】
　ポリマー分散液中での上記の化合物の割合は、幅広い範囲内にあってよい。一般的に、
ポリマー分散液は、９より大きいまたは９に等しい誘電率を有する化合物を１５質量％ま
で、殊に０．３～５質量％包含する。
【００９６】
　ポリマー分散液は公知の方法によって製造され得、その際、これらの方法は、従来技術
の上記文献中に開示されている。そのため、例えば本発明によるポリマー分散液は、成分
Ａ）を剪断力の適用下で、５０～１５０℃、特に有利には６０～１２０℃の範囲内で成分
Ｂ）の溶液中に分散させることによって製造することができる。成分Ｂ）の溶液は、一般
的に成分Ｃ）およびＤ）を包含する。
【００９７】
　特に好ましくは、成分Ａ）によるポリオレフィンを該溶液に固体として添加してよい。
【００９８】
　この際、しばしば、好ましくは１～１０ｈ、特に有利には１～６ｈの範囲内の比較的僅
かな分散時間で十分である。使用される剪断エネルギーも同様に、慣例のシステムにおけ
るエネルギーより低い。好ましくは、動力(Leistungseintrag)は、ポリオレフィン１ｋｇ
を、分散成分０．５ｋｇ、鉱油０．１ｋｇおよびグリセリンエステル１ｋｇを含有する溶
液中に分散させることに対して、最大でも２ｋＷ／ｍ3、特に有利には最大でも１ｋＷ／
ｍ3であってよい。
【００９９】
　以下で本発明を、実施例を手がかりして説明するが、これによって本発明は限定される
べきではない。
【０１００】
　実施例１
　攪拌機、温度計および還流冷却器を備えた２リットルの四首フラスコ中に、ＫＶ１００
に対して１１．０ｍｍ2／ｓの増粘作用のエチレン－プロピレン－コポリマー（例えばＤ
ｕｔｒａｌ(R)ＣＯ ０３８）１９０ｇを、１５０Ｎの油６８０ｇと１００Ｎの油１３０ｇ
とから成る混合物中に秤量して入れ、かつ１００℃で１０～１２時間以内に溶解する。
【０１０１】
　この溶液５５５．０ｇに、鎖長Ｃ１０～Ｃ１８のアルキル置換基を有するアルキルメタ
クリレートから成る混合物６１．７ｇを添加し、かつ反応混合物をドライアイスの添加に
よって不活性化する。１００℃の重合温度に達した後、ｔ－ブチルペルオキシ－２－エチ
ルヘキサノエート２．０６ｇを添加し、かつ同時に上述の組成物８８３．３ｇとｔ－ブチ
ルペルオキシ－２－エチルヘキサノエート１１．４８ｇとから成るモノマー供給を開始し
、かつ３．５ｈの供給時間にわたって一様に添加する。供給を終えて２時間後に、ｔ－ブ
チルペルオキシ－２－エチルヘキサノエート１．８９ｇを添加し、さらに２時間１００℃
で攪拌する。
【０１０２】
　インターミグ（Ｉｎｔｅｒｍｉｇ）攪拌機を備えた１リットルのウィット容器(Wittsch
en Topf)中に、作製した溶液１５２．８ｇ、精製植物油１７９．１ｇ（例えばダイズ油）
、エチレン－プロピレン－コポリマー３４．０ｇ（例えば１０．５０ｃＳｔのＫＶ１００
に分解されたＤｕｔｒａｌ ＣＯ ０３８）、別のエチレン－プロピレン－コポリマー１３
４．１ｇ（例えば１１．３５ｃＳｔのＫＶ１００に分解されたＤｕｔｒａｌ ＣＯ ０５８
）および安定剤６．１１ｇ（例えばＩｒｇａｎｏｘ １０７６）を秤量して入れる。１２
～１８ｈ以内に、１００℃および１５０ｒｐｍで分散液が生じる。引き続き、得られた分
散液４００．０ｇを、精製植物油８８．９ｇの添加によって４５％のポリマー含量にまで
希釈し、かつ混合物を３０分間さらに攪拌する。そのようにして製造した生成物のＤＩＮ
５１５６２（ウベローデ型（Ｕｂｂｅｌｏｈｄｅ）粘度計）に従った１００℃での動粘度
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は３１００ｃＳｔである。１５０Ｎの油中で３．４２％の生成物の溶液のＫＶ１００は、
１１．８７ｃＳｔである。
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